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権利取得時 権利行使時 国外転出時 株式譲渡時
税制適格 課税なし 非課税 課税なし
国内源泉所得として課税（居住地
国の課税権との調整が必要）
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規定する特典（源泉地国課税の排除・制限）にもかかわらず、国内法（国
際的脱税・租税回避防止規定）を適用するという意味で国内法が租税条約
をオーバーライドするという二つの種類がある27）」とされているが、後者
の視点で国外転出時課税が条約オーバーライドに当たるか否かを検討する。
租税条約の締結後に国外転出時財産課税制度を導入することは、租税条約
で既に合意されている課税権配分ルールを歪めることになるだろうか。国
外転出時財産課税制度を設けることで、条約締結相手国の課税権を一方の
国が国内法の適用により取り戻してしまうことになるだろうか。
　この点について、本田光宏は「国外転出時課税制度は適用対象者を居住
者としており、租税条約上の課税権の配分の変更を来すものではないこと
は明らかである。」と述べておられる28）。国外転出時財産課税制度は、自国
の居住者が国外転出する際に対象資産の含み益に対して課税する制度であ
り、居住地国が自国の居住者に対して課税するもので源泉地国が非居住者
に課税するものではないから、条約オーバーライドには当たらないだろう。
なお、国外転出時財産課税制度には国外転出（贈与）時課税および国外転
出（相続）時課税（所得税法第60条の３）制度も含まれており、これらの
制度によると１億円以上の対象資産を有する一定の居住者が非居住者に対
しその資産を贈与・相続した場合には、その贈与・相続がされた時に対象
資産の譲渡等があったものとみなしてその含み益に課税される。この場合
においても、居住者である贈与者・被相続人に対して所得税が課されるも
のであり、条約オーバーライドには当たらないといえる。
　ところで国内法と租税条約の関係について、セービング・クローズ条項
という規定がある。セービング・クローズとは、租税条約に特別の規定が
ない限り、自国の居住者に対する居住地国の課税は租税条約の規定の影響
を受けないというものである。このセービング・クローズが規定されてい
る租税条約は、日本が締結しているものでは日米租税条約に限られるが、
2017年11月24日に公表された「税源浸食及び利益移転を防止するための租
税条約関連措置を実施するための多数国間条約」（略称「BEPS防止措置実
27）本庄資「租税条約オーバーライド」本庄資編『国際課税の理論と実務　73の
重要課題』116頁（大蔵財務協会、2011）
28）前掲注20　386頁
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施条約」）において、租税条約の濫用防止のために今後は OECDモデル租
税条約にセービング・クローズの規定を導入することとされた。このセー
ビング・クローズの視点からも、自国の居住者に対する居住地の課税権は
明確に確保されるべきだといえよう。本田光宏は「租税条約上も本来は認
められている居住地国としての課税権を、国外転出時課税制度の導入によ
り実現したと見ることが適当と思われる。」29）と述べておられるが、国外転
出時課税制度とはまさに株式等保有者の国外転出により喪失していた自国
内で生じたキャピタルゲイン部分に対する課税権を元居住地国が実現した
制度といえるであろう。
 （以下、次号につづく）
29）前掲注20　386頁
